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項目 金額(千円) 
前々年度 前年度 本年度 

総資産 584,466 608,107 618,323 

負債 136,250 133,026 127,107 
（うち有利子負債） （    ） （    ） （    ） 

純資産 448,216 475,081 491,215 

利益剰余金 418,216 445,080 459,655 

 

損

益

計
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項目 金額(千円) 
前々年度 前年度 本年度 

総収入(＝売上高十営業外収益十特別利益) 354,957 393,483 391,890 
（うち地方公共団体からの補助金・委託金） （   ） （   ） （   ） 

経常損益 54,957 40,826 24,737 

当期損益 36,106 28,364 17,035 

減価償却前当期損益 59,446 51,770 40,424 

 

役員数（うち地方公共団体からの派遣者・退職者） 役 員 平 均 年 齢 役員の平均年収（千円） 職員数（うち地方公共団体からの派遣者・退職者） 職 員 平 均 年 齢 職員の平均年収（千円） 

５名（３名） 69.3 歳 1,017 千円 ４名（１名） 49.3 歳 4,272 千円 

 

項目 金額(千円) 
備考(目的､内容､算出根拠等) 

前々年度 前年度 本年度 

① 補助金(助成金) 0 0 0  

② 利子補給金 0 0 0  

③ 税の減免額 0 0 0  

④ その他（    ）     

小計 0 0 0 － 

⑤ 損失補償契約に伴う金利軽減額 0 0 0  

⑥ 出資金､低利貸付等に伴う機会費用 147 113 114 （貸付金等残高×TIBOR レート） 

小計 147 113 114 － 

合計 147 113 114 － 

 

（参考）委託料 0 0 0  

（参考）指定管理料 0 0 0  

 

項目 
内訳 

備考(目的､内容､算出根拠等) 
前々年度 前年度 本年度 

① 

損失補償契約に係る債務残高 0 0 0 

 （将来負担額） 0 0 0 

（将来負担参入率） 0 0 0 

② 貸付金残高 53,611 49,144 44,676 地下鉄八尾南駅北自転車駐車場建設に係る貸付金 

③ 出資金 0 0 0  

合計 53,611 49,144 44,676 － 

 

役員数（うち地方公共団体からの派遣者・退職者） 役 員 平 均 年 齢 役員の平均支給額（千円） 

０名（    ） － ０千円 

 

外郭団体に関する情報公開資料 

 
１ 作成年月日および作成担当部署 

  作成年月日    令和元年 10 月 1 日 

  作成担当部署   八尾市 都市整備部 交通対策課 

２ 外郭団体名等 

  外郭団体名    八尾シティネット株式会社 

  外郭団体所在地  〒581-0003 大阪府八尾市本町一丁目 4 番 1 号 谷村ビル 5 階 501 号  電話番号（072）923－9271 

  設立年月日    平成 9 年 3 月 24 日   ホームページアドレス www.yao-citynet.co.jp 

３ 資本金      30,000 千円（ 当該地方公共団体の出資割合  53.4％ ） 

 

４ 事業内容     （１）自転車及び自転車駐車場の経営及び賃貸に関する業務 

           （２）自転車及び自転車駐車場の管理受託業務 

           （３）中古自転車の修理及び販売業務 

           （４）自転車のレンタサイクルに関する業務 

           （５）タバコ、清涼飲料水等の販売及び宝くじの売りさばき業務 

           （６）公衆電話管理受託業務 

           （７）交通に関する都市計画の企画及びコンサルタント業務 

           （８）公共施設の管理・運営に関する受託業務 

           （９）生命保険の募集に関する業務及び損害保険の代理業 

           （10）前各号に付帯又は関連する一切の業務 

 

５ 財務状況（平成 31 年３月 31 日現在） 

 

 

 

 

 

６ 役職員の状況（平成 31 年３月 31 日現在） 

 

※役員の平均年収の計算の対象となる役員は、全役員○人のうち○人です。 

退職手当 

 

 

 

７ 外郭団体への関与の状況 
（１）公的支援（フロー）（平成 31 年３月 31 日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

（２）公的支援（ストック）（平成 31 年３月 31 日現在） 

 

 

 
 
 
 
 

８ 経営分析指標による経営状況の評価 

 

 経営分析指標 指標の目安 前々年度 前年度 本年度 

①  流動比率（流動資産／流動負債） 比率が高い方が、健全である。 543.08％ 585.31％ 615.65％ 

②  自己資本比率（自己資本／総資産） 比率が高い方が、望ましい。 76.69％ 78.12％ 80.41％ 

③  売上高経常利益率（経常利益／売上高） 比率が高い方が、望ましい。 15.57％ 10.42％ 6.34％ 

④  総収入に占める市受託事業及び市補助金の割合 比率が低い方が、自主的運営が図られている。 0.00％ 0.00％ 0.00％ 



９ 地方公共団体による意見 

  ・平成 30 年度の予算及び事業計画並びに平成 29 年度の決算及び事業報告を受けたが、いずれも適正なものと認められる。今後とも、社会状況の変化に 
迅速かつ的確に対応するとともに、さらなる市民サービスの向上に努め、より一層効率的かつ適正な事業運営をすべきものと考える。 

10 その他の特記事項 

 

※公益法人及び社会福祉法人は、「５ 財務状況」の各項目のうち、必要な項目について、それぞれ公益法人会計基準及び社会福祉法人会計基準における 

決算書類の項目名等に読み替えています（下記参照）。 

公益法人 

＜貸借対照表＞・純資産⇒正味財産合計、利益剰余金⇒一般正味財産 

＜損益計算書＞・損益計算書⇒正味財産増減計算書 

・総収入(＝売上高＋営業外収益＋特別利益) ⇒総収入(＝経常収益＋経常外収益＋当期指定正味財産増加額) 

・経常損益⇒当期経常増減額 

・当期損益⇒当期一般正味財産増減額 

社会福祉法人 

＜貸借対照表＞・利益剰余金⇒次期繰越活動増減差額 

＜損益計算書＞・損益計算書 ⇒ 事業活動計算書 

・総収入(＝売上高＋営業外収益＋特別利益) 

 ⇒ 総収益(＝サービス活動収益＋サービス活動外収益＋特別収益－（事業区分間繰入金収益＋拠点区分間繰入金収益))  

・経常損益 ⇒ 経常増減差額 

・当期損益 ⇒ 当期活動増減差額 

 


